平成　　年　　月　　日

再　 下　 請 　負 　通 　知　 書
                                  再下請負通知人住所

                                            商　　号

                                            代表者名


                                                        大臣   般

                                 　　 許　可　番　号              － 　　　　    第              　　　　 号

                                                        知事   特

１　元請に関する事項

	元請負人名称
	


２　直近上位注文者との契約について

	直近上位注文者
	
	契 約 日
	

	工   事   名
	


３　再下請負通知人が請け負わせた建設工事について

	受　 注　 者


	(名称)                                  (住所)

           　 般     

(許可番号※)     －         第　　　　　号　(施工に必要な許可業種※)                   工事業            　 特

	工　 事　 名
	
	工事内容
	

	工　　　　期
	     年　月　日から     年  月  日まで
	契 約 日
	              年　　　　　　月　　　　　　日

	再下請負通知人
の監督員
	(氏名)                                  (権限)
(意見申出方法)

	受注者の
現場代理人
	(氏名)                                  (権限)
(意見申出方法)                                

	受注者の
主任技術者※
	(氏名)         　　                                                               専任・兼務

(資格)

	受注者の
専門技術者※
(注1)
	(氏名) 

(資格)
(担当工事内容）

	健康保険等の
加入状況※

	保険加入の

有無(注2)
	健康保険
	厚生年金保険
	雇用保険

	
	
	加入　　　未加入

適用除外
	加入　　　未加入

適用除外
	加入　　　未加入

適用除外

	
	事業所

整理記号

等
	健康保険
	厚生年金保険
	雇用保険

	
	
	事業所整理記号：
事業所番号：
	事業所整理記号：
事業所番号：
	労働保険番号：


	　外国人建設就労者の

　従事の状況（有無）※(注3)
	　　　 

有　　　　無
	　外国人技能実習生の

　従事の状況（有無）※(注4)
	有　　　　無


・契約書の写しを添付。

・受注者が建設業の許可を受けていない場合（この場合は，500万円未満の工事は受注可）又は建設業法対象外の警備業者，　運搬業者の場合は，※印欄は「－」と記載すること。

・施工に必要な許可業種は，当該下請工事の施工に必要となる専門工事の許可業種を全て記載すること（土木工事業，建築工　事業は記載不可）。
・再下請負通知人の監督員，受注者の現場代理人，専門技術者は置かない場合もあるので，そのときは「－」と記載すること。

・事業所整理記号等は，受注者の請負契約に係る営業所について記載すること。

注1．次の①～③の全てに該当する場合は，専門技術者の配置が必要となる（専門技術者が複数となる場合は，欄を追加して全員を記載）。
　　　　①専門工事に附帯する他の専門工事（附帯工事）を自ら施工する（下請しない）場合
　　　　②各専門工事の額がそれぞれ500万円以上の場合
　　　　③主任技術者が当該専門工事の主任技術者としての資格又は実務経験を有しない場合
注2．各保険の適用を受ける営業所について届出を行っている場合には「加入」，行っていない場合（適用を受ける営業所が複数あり，そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未加入」，従業員規模等により各保険の適用が除外される場合は「適用除外」を○で囲む。
なお，上記従業員規模等とは，健康保険及び厚生年金保険においては個人経営で従業員が4人以下の場合，雇用保険においては従業員が1人も雇用されていない場合等のことである。
注3．出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在留資格を決定された者であって，国土交通大臣が定めるもの（外国人建設就労者）が当該建設工事に従事する場合は「有」，従事しない場合は「無」を○で囲む。
注4．出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在留資格を決定された者（外国人技能実習生）が当該建設工事に従事する場合は「有」，従事しない場合は「無」を○で囲む。
